
区 分

予 算 17件
条 例 案 38件 議案74件
その他議案 19件
報 告 13件
認 定 件
提 出 件
計 87件

◎予算
（１７件）

総務部 【１】
（予算額 約６，６９３億円）

【２】
（予算額 約１，１９３億円）

【３】
（予算額 約２３億円）

【４】
（予算額 約３億円）

【５】
（予算額 約１１億円）

【６】
（予算額 約３億円）

【７】
（予算額 約４億円）

【８】
（予算額 約９億円）

【９】
（予算額 約４億円）

【１０】
（予算額 約１５億円）

【１１】 平成24年度三重県港湾整備事業特別会計予算
（予算額 約１億円）

【１２】 平成24年度三重県流域下水道事業特別会計予算
（予算額 約１４１億円）

【１３】
（予算額 約６０億円）

平成24年度三重県県債管理特別会計予算

平成24年度三重県立小児心療センターあすなろ学園事業特別会計予算

平成24年度三重県母子及び寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算

平成24年度地方独立行政法人三重県立総合医療センター資金貸付特別会計予算

平成２４年第１回三重県議会定例会提出予定議案概要

件 名 概 要

平成24年度三重県一般会計予算

平成24年度三重県就農施設等資金貸付事業等特別会計予算

平成24年度三重県中小企業者等支援資金貸付事業等特別会計予算

平成24年度三重県公共用地先行取得事業特別会計予算

平成24年度三重県林業改善資金貸付事業特別会計予算

平成24年度三重県地方卸売市場事業特別会計予算

平成24年度三重県沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計予算
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区 分 件 名 概 要

予算 【１４】
つづき （予算額 約１６６億円）

【１５】
（予算額 約１２１億円）

【１６】
（予算額 約５２億円）

【１７】
（予算額 約７７億円）

◎条例案

平成24年度三重県水道事業会計予算

平成24年度三重県工業用水道事業会計予算

平成24年度三重県電気事業会計予算

平成24年度三重県病院事業会計予算
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区 分 件 名 概 要

（３８件） 【１８】
 政策部

【１９】
 生活・文化部

【２０】
 総務部

【２１】
 環境森林部

 
○ 三重県災害ボランティア支援及び特定非営利活動促進基金の概要
災害ボランティア活動やNPO等による社会課題解決の取組が、より活発に行われるようにするための活動
環境整備を目的として基金を設置するものである。

三重県災害ボランティア支援
及び特定非営利活動促進基
金条例案

（主な制定内容）

・ 基金の設置、積立て、管理、運用益金の処理、処分、繰替運用等に
 ついて規定する。

大規模な災害からの早期の復旧復興のための災害ボランティ
ア活動を支援するとともに、様々 な社会的な課題に取り組む特
定非営利活動法人等の民間非営利組織の活動を促進するた
め、三重県災害ボランティア支援及び特定非営利活動促進基
金を設置するものである。

（平成２４年４月１日から施行）

○ 三重県南部地域活性化基金の概要
南部地域の市町（伊勢市、尾鷲市、鳥羽市、熊野市、志摩市、大台町、玉城町、度会町、大紀町、南伊勢
町、紀北町、御浜町及び紀宝町をいう。）が、同地域内外の市町と連携して雇用の確保、定住の促進等に取
り組み、南部地域の活性化を図ることを目的として基金を設置するものである。

三重県南部地域活性化基金
条例案

南部地域の活性化を図るための事業に要する経費の財源に
充てるため、三重県南部地域活性化基金を設置するものであ
る。

・ 基金の設置、積立て、管理、運用益金の処理、処分、繰替運用等に
 ついて規定する。

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律
   （職務権限の特例）
第２４条の２ 前２条の規定にかかわらず、地方公共団体は、前条各号に掲げるもののほか、条例の定める
 ところにより、当該地方公共団体の長が、次の各号に掲げる教育に関する事務のいずれか又はすべてを
管理し、及び執行することとすることができる。
一 スポーツに関すること（学校における体育に関することを除く。）。
二 （略）

地方教育行政の組織及び運
営に関する法律第二十四条
の二の規定に基づく職務権限
の特例に関する条例案

(主な制定内容）
（平成２４年４月１日から施行）

水道の布設工事、布設工事監 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る

 スポーツによる一体感の醸成、地域スポーツの推進、競技力
の向上等を目的とした施策を総合的に推進するため、地方教育
行政の組織及び運営に関する法律第２４条の２第１項の規定に
基づき、三重県教育委員会の職務権限に属する事務のうち、知
事が管理し、及び執行することができる事務を定めるものであ
る。

（平成２４年４月1日から施行）
（主な制定内容）
  ・ 知事がスポーツに関する事務（学校における体育に関することを除く。）
   を管理し、及び執行することとする。

＜参考＞

＜参考＞＜参考＞＜参考＞

＜参考＞

＜参考＞＜参考＞＜参考＞＜参考＞＜参考＞

3



区 分 件 名 概 要

 

【２２】
 警察本部

    ロ (略)

【２３】
 総務部

（主な改正内容）

(4)  その他関係条例の規定を整理する。

【２４】
 政策部

・ 県が経営する水道用水供給事業について、布設工事監督者の配
置基準、布設工事監督者の資格及び水道技術管理者の資格を定め、
  並びに県が設置する専用水道について、水道技術管理者の資格を
  定める。

  その他の移動等円滑化のために必要な信号機、道路標識又は道路標示の同法第４条第１項の規定

（平成２４年４月１日から施行）

○ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

(2) 防災対策部、戦略企画部、環境生活部、地域連携部、農林水産部
  及び雇用経済部を設置する。

督者の資格及び水道技術管
理者の資格を定める条例案

一～二十七（略）

（主な制定内容）
・ 信号機、道路標識及び道路標示に関する基準を定めるものである。

第２条 この法律において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
 （定義）

（平成２４年４月１日から施行）
（主な制定内容）

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る
ための関係法律の整備に関する法律による高齢者、障害者等
の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部改正に鑑み、同
法に規定する交通安全特定事業により設置される信号機等に
関する基準を定めるものである。

ための関係法律の整備に関する法律による水道法の一部改正
に鑑み、布設工事監督者の配置基準、布設工事監督者の資格
及び水道技術管理者の資格を定めるものである。

二十八 交通安全特定事業 次に掲げる事業をいう。

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る
ための関係法律の整備に関する法律による地方自治法等の一

(1) 政策部、防災危機管理部、生活・文化部、環境森林部及び農水商
  工部を廃止する。

（平成２４年４月１日から施行）

高齢者、障害者等の移動等の
円滑化の促進に係る信号機
等に関する基準を定める条例
案

三重県の事務処理の特例に
関する条例の一部を改正する

      による設置に関する事業

三重県部制条例案

イ 高齢者、障害者等による道路の横断の安全を確保するための機能を付加した信号機、道路交通
  法第９条の歩行者用道路であることを表示する道路標識、横断歩道であることを表示する道路標示

「みえ県民力ビジョン」を着実に推進できる、県民に分かりや
すい、簡素で効率的・効果的な組織体制の構築を図るため、三
重県部制条例の全部を改正するものである。

(3)  組織改正による所掌事務の移管等に伴い、各部の所掌事務を定め
  る。

＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

(1)

(2)

び告示に関する事務を処理することとする市町に四日市市、桑名市、

(3)

【２５】
 総務部

イ  身体障害者相談員の委託（身体障害者福祉法関係）
ウ  知的障害者相談員の委託（知的障害者福祉法関係）

ア  町及び字の区域の新設等の届出及び告示（地方自治法関係）

  関係法令に基づき、市町へ権限移譲される事務に係る規定を削る。

部改正等に伴い、市町へ権限移譲される事務に係る規定を整
理するとともに、地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に
基づき、知事の権限に属する事務の一部を市町が処理すること
について改正を行うものである。

       物取締法関係）

       移動等の円滑化の促進に関する法律関係）

イ  土地区画整理事業の施行地区内における建築行為等の許可

ウ  路外駐車場設置の届出の受理等（駐車場法関係）
エ  都市計画施設の区域及び市街地開発事業の施行区域内に

オ  特定路外駐車場設置の届出の受理等（高齢者、障害者等の

条例案

② 全ての市へ移譲される事務

三重県職員定数条例の一部
を改正する条例案

イ  結核指定医療機関の指定等（感染症の予防及び感染症の患

  地方自治法に基づく事務のうち、あらたに生じた土地に係る届出及

  その他規定を整理する。

○地方自治法
（条例による事務処理の特例）
第２５２条の１７の２ 都道府県は、都道府県知事の権限に属する事務の一部を、条例の定める
  ところにより、市町村が処理することとすることができる。この場合においては、当該市町村
  が処理することとされた事務は、当該市町村の長が管理し及び執行するものとする。

２～４ （略）

       者に対する医療に関する法律関係）

鈴鹿市及び東員町を追加する。

ア  毒物又は劇物の業務上取扱者の届出の受理等（毒物及び劇

カ  騒音に係る規制地域の指定等（騒音規制法関係）

ア  墓地、納骨堂及び火葬場の経営の許可等（墓地、埋葬等に関

       おける建築の許可等（都市計画法関係）

（主な改正内容）

①  全ての市町へ移譲される事務

（平成２４年４月１日（一部公布の日）から施行）

       する法律関係）

       等（土地区画整理法関係）

平成24年度の職員定数の見直しに伴い、知事の事務部局等
の職員の定数の改正を行うものである。

キ  悪臭に係る規制地域の指定等（悪臭防止法関係）
ク  振動に係る規制地域の指定等（振動規制法関係）
③ 保健所を設置する市へ移譲される事務

＜参考＞＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

・職員定数を改正する。
知事の事務部局
現行4,390人   改正後4,385人   増減△5人
教育委員会の事務部局及び学校以外の教育機関
現行279人   改正後264人    増減△15人
企業庁
現行249人   改正後243人   増減△6人

現行1,145人 改正後302人  増減△843人

【２６】

（平成２４年４月１日から施行）
（主な改正内容）

【２７】
 総務部
   つづき

(1)  一般職員の給料を減額するための特例期間を平成２４年４月１日か
 ら平成２５年３月３１日までとする。

(2)  一般職員の給料の月額の１００分の３を減ずる。

 危機管理に関して総合的な調整を行う職を設置することに鑑
み、当該職を占める職員の給料月額等について規定を整備す
るものである。

副知事等の給与の特例に関
する条例の一部を改正する条
例案

県の厳しい財政状況を考慮し、一般職員の給料を特例的に
減ずるものである。

三重県職員退職手当支給条
例及び職員の給与に関する
条例の一部を改正する条例案

病院事業庁

（平成２４年４月１日から施行）
（主な改正内容）     
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区 分 件 名 概 要

（平成２４年４月１日から施行）
（主な改正内容）

【２８】
 生活・文化部

【２９】
 総務部

（主な改正内容）

・ 特定職員の職務の級、給料月額、退職手当の算定方法等について
 定める。

職員の特殊勤務手当に関す
る条例の一部を改正する条例
案

・ 外国青年の給料の上限額を、年額３９０万円から年額３９６万円に改正

 する。

語学指導等を行う外国青年の
給与及び旅費に関する条例
の一部を改正する条例案

（公布の日（一部平成２４年４月１日）から施行）

（主な改正内容）     

語学指導等を行う外国青年招致事業の運用の改善を図るた
め、国際交流員及び外国語指導助手の給料について所要の改
正を行うものである。

 東日本大震災に対処するために派遣する職員の作業環境の
特殊性に鑑み、危険作業手当及び警察特殊業務手当の特例
等を定めるものである。

（平成２４年４月１日から施行）
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区 分 件 名 概 要

   
 

    
    

   
 

    
    

（平成２４年４月１日から施行）
（主な改正内容）

 健康福祉部

(主な改正内容）

 健康福祉部
 つづき

（主な改正内容）

【３０】

三重県介護基盤緊急整備等
臨時特例基金条例の一部を
改正する条例案

【３１】

○地方独立行政法人法
（借入金等）
第４１条 （略）
２～４  （略）
５ 地方独立行政法人は、長期借入金及び債券発行をすることができない。ただし、設立団体からの長期
 借入金については、この限りでない。

・ 週休日に勤務日の半日に相当する勤務をした場合の勤務時間の割
振り変更の単位を「４時間」から「勤務日の勤務時間の２分の１に相当
する勤務時間として人事委員会規則で定める勤務時間」に改める。

(1) 地方独立行政法人三重県立総合医療センター資金貸付特別会計
   の設置に関する規定を追加する。
(2) 地方独立行政法人三重県立総合医療センター資金貸付特別会計
   の歳入とする収入及び歳出とする経費を定める。

三重県特別会計条例の一部
を改正する条例案

（平成２４年４月１日から施行）

職員の勤務時間、休暇等に関
する条例の一部を改正する条
例案

【３２】

（１）条例の有効期限を平成２４年３月３１日から平成２５年１２月３１日まで
 

三重県介護基盤緊急整備等臨時特例基金の設置の目的と
なる事業の実施期間の延長に鑑み、規定を整備するものであ
る。

（公布の日から施行）

職員の週休日の確保等の観点から、週休日に勤務日の半日
に相当する勤務時間の割振りの変更が２回される場合に、これ
ら２回の勤務時間の割振りの変更をもって１の勤務日を１の週休
日とすることができるようにするため、規定を整備するものであ
る。

地方独立行政法人三重県立総合医療センターの設立に鑑
み、当該法人に係る地方債及び当該法人に対する貸付金に関
する経理の適正を図るため、地方独立行政法人三重県立総合
医療センター資金貸付特別会計を設置するものである。

(3)  車両整備作業手当を廃止する。
(4) (1)及び(2)について、平成23年3月11日から適用する。

(1)  職員が東日本大震災に対処するため、警戒区域等の人事委員会
  が定める区域において作業に従事した場合には、日額２万円を超え
  ない範囲内で危険作業手当を支給する。

(2)  警察特殊業務手当について、東日本大震災に対処するため、引き
  続き５日以上従事したときは、日額８４０円を超えない範囲内において
人事委員会規則で定める額を加算して支給する。

＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

（主な改正内容）

（主な改正内容）

生活・文化部

（主な改正内容）

【３５】

○ 三重県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金の概要
国から交付される社会福祉施設等耐震化等臨時特例交付金により、地震又は火災発生時に自力で避難
することが困難な者が入所する社会福祉施設等の安心及び安全を確保するため、社会福祉施設等の耐震
化整備を行うこと及び消防法施行令の一部改正によりスプリンクラー設置が義務付けられた社会福祉施設
等へのスプリンクラー整備を行うことを目的に設置されている。

○ 三重県介護基盤緊急整備等臨時特例基金の概要
国から交付される介護基盤緊急整備等臨時特例交付金及び介護支援体制緊急整備等臨時特例交付金
により、地域密着型介護老人福祉施設等の小規模福祉施設の基盤整備の促進等を図るため、設置されて
いる。

【３３】

三重県緊急雇用創出事業臨
時特例基金条例の一部を改
正する条例案

三重県介護職員処遇改善等臨時特例基金の設置の目的と
なる事業の実施期間の延長に鑑み、規定を整備するものであ
る。

○ 三重県介護職員処遇改善等臨時特例基金の概要
国から交付される介護職員処遇改善等臨時特例交付金により、介護職員の処遇の改善等を図るため、設
置されている。

三重県介護職員処遇改善等
臨時特例基金条例の一部を
改正する条例案

(2)  介護職員処遇改善等臨時特例交付金を国庫に返納する事由が生
  じた場合に基金を処分することができるよう規定を追加する。

 延長する。

(1)  条例の有効期限を平成２４年３月３１日から平成２５年１２月３１日まで
  延長する。

（公布の日から施行）

（２）介護基盤緊急整備等臨時特例交付金又は介護支援体制緊急整備
   等臨時特例交付金を国庫に返納する事由が生じた場合に基金を処分
   することができるよう規定を追加する。

三重県社会福祉施設等耐震
化等臨時特例基金条例の一
部を改正する条例案

【３４】

三重県緊急雇用創出事業臨時特例基金の設置の目的となる
事業の実施期間の延長に鑑み、規定を整備するものである。

・ 条例の有効期限を平成２４年３月３１日から平成２５年３月３１日まで延
 長する。

（公布の日から施行）

・ 条例の有効期限を、平成２５年３月３１日から平成２６年３月３１日まで延
 長する。

三重県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金の設置の目
的となる事業の実施期間の延長に鑑み、規定を整備するもので
ある。

（公布の日から施行）

＜参考＞

＜参考＞

＜参考＞

＜参考＞＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

 健康福祉部

（主な改正内容）

 環境森林部

 健康福祉部

（主な改正内容）

・ 基金の対象となる事業の採択期限を平成２３年３月３１日から平成２５年
 ３月３１日まで延長する。

【３６】

・ 条例の有効期限を平成２４年６月３０日から平成２７年５月３１日まで延
  長する。

三重県医療施設耐震化臨時特例基金の対象となる事業の採
択期限を延長するため、規定を整備するものである。

（公布の日から施行）

三重県医療施設耐震化臨時
特例基金条例の一部を改正
する条例案

（平成２４年４月１日から施行）

事業費補助金を財源として、平成２１年度に基金を造成している。

【３７】
 三重県森林整備加速化・林業再生基金の設置の目的となる
事業の実施期間の延長に鑑み、規定を整備するものである。

三重県森林整備加速化・林業
再生基金条例の一部を改正
する条例案

介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改
正する法律による介護保険法の一部改正等に鑑み、手数料に
ついての規定を整備するものである。

○ 三重県緊急雇用創出事業臨時特例基金の概要
離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等の一時的な雇用・就業機会の創出及びこれらの者に
対する生活・就業相談を総合的に支援する緊急雇用創出事業を実施することを目的に、緊急雇用創出事
業臨時特例交付金を財源として、平成２０年度に基金を造成している。
今回、緊急雇用創出事業実施要領が改正され、緊急雇用創出事業のうち震災等緊急雇用対応事業の一
部が平成２５年度末まで実施可能となった。

○ 三重県医療施設耐震化臨時特例基金の概要
国から交付される医療施設耐震化臨時特例交付金により、大規模地震等の災害時に重要な役割を果た
す災害拠点病院等の医療施設の耐震化整備を行い、地震発生時において適切な医療提供体制の維持を
図るため、設置されている。
当該基金を活用しての事業は平成２３年４月１日以降は新規事業の採択は行わず、平成２３年３月３１日ま
でに採択した案件に対する必要な経費の支出、運用益金の繰入れ及び精算に関する業務のみを行うことが
できるものとしていた。
今回、国の（医療施設耐震化臨時特例交付金）交付要綱及び（医療施設耐震化臨時特例基金管理）運営
要領の一部改正に伴い、条例を改正し、当該基金の対象となる事業の採択期限を平成２５年３月３１日まで
延長する。

間伐及び路網整備、伐採からの搬出及び利用までの一貫した取組による間伐材の有効活用並びに

(主な改正内容）

【３８】

地域木材等の利用を地域で一体的に進めることを目的に、国から交付された森林整備加速化・林業再生

(2)  介護支援専門員実務研修受講試験問題作成手数料の金額を

○ 三重県森林整備加速化・林業再生基金の概要

（公布の日から施行）

三重県手数料条例の一部を
改正する条例案

(1)  介護サービス情報調査手数料及び介護サービス情報公表事務手数
料を廃止する。

＜参考＞

＜参考＞

＜参考＞

＜参考＞

＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

 警察本部

（主な改正内容）

 運転経歴証明書等に関する規定が整備されたものである。

 農水商工部

   健康福祉部

（主な改正内容）

（平成２４年４月１日から施行）

○ 道路交通法施行令の一部を改正する政令

○ 道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令

【３９】

・ 道路交通法関係手数料について運転免許試験手数料等の額を変更
し、新たに運転経歴証明書再交付手数料を設ける。

【４０】

（平成２４年４月１日から施行）

【４１】

・ 農地整備事業、水利施設整備事業及び農地防災事業の実施に伴い
対象事業を追加する。

三重県警察関係手数料条例
の一部を改正する条例案

三重県営土地改良事業等分
担金徴収条例の一部を改正
する条例案

（平成２４年４月１日から施行）

 運転免許等に関する手数料の標準が改正されたものである。

｢１，０００円｣から｢７００円｣に改める。

○ 介護サービス情報の公表制度の概要
介護サービス事業者の情報提供の仕組みを整備し、利用者が自ら事業所を選択できるよう支援することを
目的としている制度であり、全ての介護サービス事業所の比較検討が可能となるよう標準化された項目につ
いての情報を定期的に公表するものである。
三重県では、制度が開始された平成１８年４月から指定情報公表センター及び指定調査機関として三重県
社会福祉協議会を指定し、手数料を徴収して事業を運営している。

○ 介護支援専門員実務研修受講試験問題作成手数料の金額変更について
介護保険法第６９条の１１第１項の規定に基づき介護支援専門員実務研修受講試験問題作成事務を委託
している登録試験問題作成機関から受託単価改定の申出を受けて、金額変更を行うものである。

   道路交通法施行令及び道路交通法施行規則の一部改正に
鑑み、運転免許試験手数料等についての規定を整備するもの
である。

県営土地改良事業等に要する費用に対する分担金を徴収す
るため、国の補助事業の再編に伴い規定を整備するものであ
る。

認定こども園の認定基準等に
関する条例の一部を改正する
条例案

（主な改正内容）

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る
ための関係法律の整備に関する法律による就学前の子どもに
関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一
部改正等に鑑み、認定こども園の認定要件に関する規定を整
備するものである。

(1)  認定こども園の認定要件は、当該認定に係る施設が幼保連携型認
定こども園、幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園又は地方

＜参考＞

＜参考＞

＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

(3)  その他所要の規定を整備する。

（主な改正内容）

  ①三重県立草の実リハビリテーションセンター条例
  ②三重県身体障害者総合福祉センター条例
  ③三重県立小児心療センターあすなろ学園条例

(3) その他関係規定を整理する。

 健康福祉部
 つづき

（主な改正内容）

【４２】

〇認定こども園について
・｢認定こども園｣とは、保護者が働いている、いないにかかわらず子どもを受け入れて、教育・保育を一体的
に行う機能と、地域における子育て支援を行う機能を備える施設であり、都道府県がこれを認定する。
・｢認定こども園｣の施設類型
 ①幼保連携型（認可幼稚園と認可保育所とが連携して、一体的な運営を行うタイプ）
 ②幼稚園型（認可幼稚園が、保育所的な機能を備えるタイプ）
 ③保育所型（認可保育所が、幼稚園的な機能を備えるタイプ）
 ④地方裁量型（幼稚園・保育所いずれの認可もない地域の教育・保育施設が、認定こども園として必要な
   機能を果たすタイプ）

三重県障害者施策推進協議
会条例の一部を改正する条例
案

(2) 三重県障害者施策推進協議会の委員は、関係行政機関の職員、学
  識経験のある者、障害者、障害者の福祉に関する事業に従事する者そ
  の他知事が必要と認める者のうちから知事が任命する。

 障害者基本法の一部改正に鑑み、三重県障害者施策推進
協議会に関する規定を整備するものである。
（公布の日から起算して５月を超えない範囲内において規則で
定める日から施行）

○ 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において
障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の概要
障害児支援の強化
①障害種別等で分かれている施設の一元化
②通所サービスの実施主体を都道府県から市町村へ移行
③放課後等デイサービス・保育所等訪問支援の創設

三重県立草の実リハビリテー
ションセンター条例等の一部
を改正する条例案

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害
保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活
を支援するための関係法律の整備に関する法律による障害者
自立支援法及び児童福祉法の一部改正等に鑑み、関係施設
の使用料等その他の関係規定を整備するものである。

(2)  認定こども園の設置者は、その建物又は敷地の公衆の見やすい場
所に、認定こども園である旨の表示をするものとする。

(2) 三重県障害者介護給付費等不服審査会条例
三重県障害者介護給付費等不服審査会の名称を「三重県障害者介
護給付費等及び障害児通所給付費等不服審査会」に改め、当該審
  査会において新たに障害児通所給付費等に係る審査請求の事件を
    取り扱わせることができるよう規定を整備する。

（平成２４年４月１日（一部公布の日）から施行）

【４３】

(1) 障害者基本法に規定する審議会その他の合議制の機関は、三重県
  障害者施策推進協議会とする。

(1) 障害者自立支援法及び児童福祉法の一部改正による利用者負担
  の見直し、障害児施設の見直し等に伴い、次に掲げる条例について
  使用料等その他の関係規定を整備する。

裁量型認定こども園のいずれかの施設に該当すること及び認定こども
園の施設の設備及び運営に関する基準に適合することとする。

＜参考＞

＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

 環境森林部

   生活・文化部

 ①知事が独自に定めることのできる特定非営利活動の種類

○障害者基本法
（障害者基本計画等）
第１１条 （略）
２～４ （略）
５ 都道府県は、都道府県障害者計画を策定するに当たつては、第３６条第１項の合議制の機関の意見を
  聴かなければならない。
６～９ （略）
（都道府県等における合議制の機関）
第３６条 都道府県（地方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）を含む。
   以下同じ。）に、次に掲げる事務を処理するため、審議会その他の合議制の機関を置く。
一 都道府県障害者計画に関し、第１１条第５項（同条第９項において準用する場合を含む。）
に規定する事項を処理すること。
二 当該都道府県における障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調
    査審議し、及びその施策の実施状況を監視すること。
三 当該都道府県における障害者に関する施策の推進について必要な関係行政機関相互の連絡調整
    を要する事項を調査審議すること。
２ 前項の合議制の機関の委員の構成については、当該機関が様々 な障害者の意見を聴き障害者の実
  情を踏まえた調査審議を行うことができることとなるよう、配慮されなければならない。
３ 前項に定めるもののほか、第一項の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、条例で定め
  る。
４・５ （略）

   (「地域防災活動」等の３分野を定める。)

（主な改正内容）

 ○ 三重県立自然公園条例の概要
この条例は、県内にある優れた自然の風景地を保護するとともに、その利用の増進を図ることにより、県
民の保健、休養及び教化に資するとともに、生物の多様性の確保に寄与することを目的としている。

 ○ 三重県自然環境保全条例の概要
この条例は、多様な自然環境の保全、生物多様性の確保、自然とのふれあいの確保その他自然環境の
適正な保全に関する施策を総合的に推進することにより、自然と人との共生を実現し、もって広く県民が自
然環境の恵沢を享受するとともに将来の県民にこれを継承できるようにすることを目的としている。

【４４】
三重県立自然公園条例及び
三重県自然環境保全条例の
一部を改正する条例案

  ②条例で短縮することができる縦覧期間経過後の認証期間

    （１）  認証制度関係規定の改正
特定非営利活動法人の認証制度の見直しに関し、手続の簡素化・柔
軟化及び法人の信頼性向上のための措置が講じられたことに対応するた
め規定を整備する。

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る
ための関係法律の整備に関する法律による自然公園法及び自
然環境保全法の一部改正に鑑み、国及び県以外の地方公共
団体が三重県立自然公園の公園事業の一部を執行する場合
並びに市町が三重県自然環境保全地域の保全事業の一部を
執行する場合における知事への同意を要する協議を、同意を
要しない協議とするものである。

（平成２４年４月１日から施行）

（平成２４年４月１日から施行）

 特定非営利活動促進法の一部改正に鑑み、認定特定非営
利活動法人制度の創設等に関し、規定を整備するものである。

【４５】
三重県特定非営利活動促進
法施行条例の一部を改正する
条例案

＜参考＞＜参考＞

＜参考＞
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区 分 件 名 概 要
    （縦覧終了後１月以内とする。）
  ③認証手続等の簡素化・柔軟化に関する規定

特 非営利活動促進法

    県土整備部

(主な改正内容）

(2)  その他規定を整理する。

   県土整備部
   つづき

（主な改正内容）
・ 知事は、県営住宅の入居の申込みをした者が身体上又は精神上著
 しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅においてこれ
 を受けることができず、又は受けることが困難であると認められる者に該
 当するかどうかを判断する場合において必要があると認めるときは、当
 該職員をして、当該入居の申込みをした者に面接させ、及びその心身
 の状況、受けることができる介護の内容その他必要な事項について調
 査させ、並びに市町に意見を求めることができるものとする。

三重県屋外広告物条例の一
部を改正する条例案

三重県営住宅条例の一部を
改正する条例案

【４７】

（平成２４年４月１日から施行）

    （2）  認定・仮認定制度関係規定の創設

(1)  県の区域内で屋外広告業を営むため登録を受けようとする未成年者
 の法定代理人が法人である場合において、当該法人の役員が欠格要
 件に該当するときは、その登録を拒否しなければならないものとする。

特定非営利活動促進法改正の概要
１ 認証制度の見直し
①活動分野の追加
②手続の簡素化、柔軟化
③未登記法人の認証取消
④会計の明確化
２ 認定制度及び仮認定制度の創設
①これまでの国税庁長官による認定制度が廃止され、新たに都道府県知事等が認定する制度として
      創設
②認定基準の緩和
③認定とほぼ同様の税優遇を受けることができる仮認定制度を創設
３ 所轄庁の変更
内閣府が所轄庁となっていた法人（２以上の都道府県に事務所を設置するＮＰＯ法人）を都道府県に
    移管

（平成２４年４月１日から施行）

【４６】
民法等の一部を改正する法律による屋外広告物法の一部改
正等に伴い、屋外広告業の登録の要件に関する規定等を整理
するものである。

 （役員報酬規程等の書類の提出手続等）

    （認証申請書類の縦覧時において申請者による補正が可能な軽微な
     事項等）

 ③認定特定非営利活動法人等の情報開示等に関する規定

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る
ための関係法律の整備に関する法律による公営住宅法の一部
改正に鑑み、県営住宅の入居の資格についての規定等を整備
するものである。

 ①認定特定非営利活動法人の認定申請手続
 ②仮認定特定非営利活動法人の仮認定申請手続

新たに創設された認定制度及び仮認定制度に関して、次の諸手続等を
定める。

＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

   教育委員会

 ・ 公立学校職員の定数を改正する。

   教育委員会
   つづき

（主な改正内容）
 ・ 三重県立宮川高等学校に係る規定を削る。

 （平成２４年４月１日から施行）

公立学校職員の週休日の確保等の観点から、週休日に勤務
日の半日に相当する勤務時間の割振りの変更が２回される場合
に、これら２回の勤務時間の割振りの変更をもって１の勤務日を
１の週休日とすることができるようにするため、規定を整備するも
のである。

・ 週休日に勤務日の半日に相当する勤務をした場合の勤務時間の割
 振り変更の単位を「４時間」から「勤務日の勤務時間の２分の１に相当
 する勤務時間として規則で定める勤務時間」に改める。

【４９】

公立学校職員定数条例の一
部を改正する条例案

（平成２４年４月１日から施行）

三重県立高等学校条例の一
部を改正する条例案

県立高等学校の配置及び規模の適正化を図るため、三重県
立宮川高等学校を廃止するものである。

（主な改正内容）

公立学校職員の勤務時間、休
暇等に関する条例の一部を改
正する条例案

 現行   改正後 増減
   県立学校  高等学校  3,705人  3,678人   △27人
     特別支援学校   1,096人  1,150人    54人

   市町立学校     小学校   7,186人    7,137人 △49人
        中学校   3,958人  3,950人  △  8人

   合計                         15,945人   15,915人 △30人

【４８】

 （平成２４年４月１日から施行）

 平成２４年度における公立学校の児童生徒数の増減による教
職員定数の変動等に伴い、公立学校職員の定数の改正を行う
ものである。

(主な改正内容）

【５０】
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区 分 件 名 概 要

（三重県立図書館協議会条例の主な改正内容）

（三重県立美術館条例の主な改正内容）

   企業庁

（平成２４年４月１日から施行）

・ 三重県立図書館協議会委員は、学校教育及び社会教育の関係
 者、家庭教育の向上に資する活動を行う者、学識経験のある者
 その他教育委員会が必要と認める者のうちから、教育委員会が
 任命する。

・ 三重県立美術館協議会委員は、学校教育及び社会教育の関係
 者、家庭教育の向上に資する活動を行う者、学識経験のある者
 その他教育委員会が必要と認める者のうちから、教育委員会が
 任命する。

(主な改正内容）

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る
ための関係法律の整備に関する法律による図書館法及び博物
館法の一部改正に鑑み、三重県立図書館協議会及び三重県
立美術館協議会の委員の任命の基準に関する規定を整備する
ものである。

【５２】

【５１】

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る
ための関係法律の整備に関する法律による地方公営企業法の
一部改正に鑑み、資本剰余金の処分についての規定を整備す
るものである。

三重県立図書館協議会条例
及び三重県立美術館条例の
一部を改正する条例案

（平成２４年４月１日から施行）

三重県公営企業の設置等に
関する条例の一部を改正する
条例案

○ 地方公営企業法
 （剰余金の処分等）
第３２条 （略）

・ みなし償却（固定資産形成に当たって補助金等を受けた部分につい
 て資本剰余金として計上し減価償却を行わない会計処理）を適用して
 いる資産の撤去等による損失を、補助金等相当額の資本剰余金をもっ
 てうめる会計処理ができるよう規定を整備する。

＜参考＞＜参考＞＜参考＞＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

   病院事業庁

○ 地方公営企業法
（剰余金の処分等）
第３２条 （略）
２ （略）

４ （略）
○ 総合医（家庭医）
性別・年齢・疾患などを問わず、幅広く診断と治療を行う医師

 警察本部

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る
ための関係法律の整備に関する法律による地方公営企業法の
一部改正に鑑み、資本剰余金の処分についての規定を整備す
るほか、三重県立一志病院の療養病床数を改定するものであ
る。

（平成２４年４月１日から施行）

                  現行 改正後 増減
     警視                                112人       112人        0人
     警部            232人  233人  1人
     警部補及び巡査部長        1,755人    1,759人   4人
     巡査            918人   920人 2人
                  合 計 3,017人 3,024人       7人

三重県病院事業条例の一部
を改正する条例案

【５４】

(主な改正内容）

三重県警察職員定員条例の
一部を改正する条例案

 厳しさを増す治安情勢に的確に対処するため、警察職員の
定員の改正を行うものである。

（規則で定める日から施行）

３ 毎事業年度生じた資本剰余金の処分は、条例の定めるところにより、又は議会の議決を経て、行わなけ
ればならない。

(1) みなし償却（固定資産形成に当たって補助金等を受けた部分につい
  て資本剰余金として計上し減価償却を行わない会計処理）を適用して
  いる資産の撤去等による損失を、補助金等相当額の資本剰余金をもっ
  てうめる会計処理ができるよう規定を整備する。

(2) 三重県立一志病院において総合医（家庭医）の育成拠点としての機
  能を付加するための整備を行うに当たって、同病院の療養病床数を
  ４４床から４０床に改める。

【５３】

（主な改正内容）
    ・警察官の定員を改正する。

第３２条 （略）
２ （略）
３ 毎事業年度生じた資本剰余金の処分は、条例の定めるところにより、又は議会の議決を経て、行わなけ
 ればならない。
４ （略）

＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

【５５】
  防災危機管理部

（主な改正内容）

◎その他議案
（１９件） 【５６】

 総務部 包括外部監査契約について

(1)  災害対策本部の部の設置に関して、災害対策本部長は必要
と認めるときは部を置くことができるよう規定を整備する。

   東日本大震災、平成２３年台風第１２号等の大規模な災害の
発生に鑑み、災害に対して迅速かつ的確に対処するため、災
害対策基本法第２３条第１項の規定に基づき設置する災害対
策本部の組織等について規定を整備するものである。

○ 災害対策基本法
（災害対策本部）
第２３条 都道府県又は市町村の地域について災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に
   おいて、防災の推進を図るため必要があると認めるときは、都道府県知事又は市町村長は、都道府県
   地域防災計画又は市町村地域防災計画の定めるところにより、災害対策本部を設置することができる。
２ 災害対策本部の長は、災害対策本部長とし、都道府県知事又は市町村長をもつて充てる。
３ 災害対策本部に、災害対策副本部長、災害対策本部員その他の職員を置き、当該都道府県又は市町
 村の職員のうちから、当該都道府県の知事又は当該市町村の市町村長が任命する。
４～６ （略）
７ 前各項に規定するもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、都道府県又は市町村の条例で定
める。

三重県災害対策本部に関す
る条例の一部を改正する条例
案

（平成２４年４月１日から施行）

 【契約の目的】    包括外部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関す
                         る報告
 【契約の始期】     平成２４年４月１日
 【契約金額】     12,482,400円を上限とする額
 【契約の相手方】  田中智司：公認会計士

(2)  その他規定を整備する。

   包括外部監査契約について、地方自治法第２５２条の３６第１
項に規定する包括外部監査契約を締結するものである。

＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

【５７】
  防災危機管理部

【５８】
 環境森林部

【５９】
 農水商工部

防災関係建設事業に対する
市町等の負担について

平成２４年度において県の行う農水産関係建設事業は、市町
内の公共施設等の機能を高め、住民福祉の増進に寄与するも
のであり、その利益を受ける限度に応じ、経費の一部を当該市
町に負担を求めるものである。

県営農水産関係建設事業に
対する市町の負担について

林道関係建設事業に対する
市町の負担について

平成２４年度において県の行う防災関係建設事業は、市町内
の公共施設等の機能を高め、住民福祉の増進に寄与するもの
であり、その利益を受ける限度に応じ、経費の一部を当該市町
及び消防組合に負担を求めるものである。

平成２４年度において県の行う林道関係建設事業は、市町内
の公共施設等の機能を高め、住民福祉の増進に寄与するもの
であり、その利益を受ける限度に応じ、経費の一部を当該市町
に負担を求めるものである。
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区 分 件 名 概 要

【６０】
 県土整備部

○供 昭

平成２４年度において県の行う土木関係建設事業は、市町内
の公共施設等の機能を高め、住民福祉の増進に寄与するもの
であり、その利益を受ける限度に応じ、経費の一部を当該市町
に負担を求めるものである。

土木関係建設事業に対する
市町の負担について
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区 分 件 名 概 要

【６１】
 県土整備部
   つづき

1関係市町

2負担金
流入水量１立方メートルにつき ５４円

【６２】

1関係市
四日市市 鈴鹿市 亀山市
2負担金
流入水量１立方メートルにつき ６９円

四日市市 桑名市 いなべ市 東員町 菰野町 朝日町 川
越町

○供用開始年月：昭和６３年１月
○現行単価：流入水量１立方メートルにつき ５８円（平成２１年度～平成２３年度）

北勢沿岸流域下水道（北部処
理区）維持管理等に要する費
用の市町負担の改定につい
て

北勢沿岸流域下水道（北部処理区）の維持管理等に要する
経費に充てるため、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第３１条
の２第１項の規定により、平成２４年度から平成２６年度までの関
係市町の負担を次のとおり定める。

北勢沿岸流域下水道（南部処理区）の維持管理等に要する
経費に充てるため、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第３１条
の２第１項の規定により、平成２４年度から平成２６年度までの関
係市の負担を次のとおり定める。

○供用開始年月：平成８年１月
○現行単価：流入水量１立方メートルにつき ７１円（平成２１年度～平成２３年度）

北勢沿岸流域下水道（南部処
理区）維持管理等に要する費
用の市負担の改定について

＜参考＞

＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

   県土整備部
   つづき

1関係市
津市
2負担金
流入水量１立方メートルにつき ７５円

1関係市町
津市 松阪市 多気町
2負担金
平成２４年度
一般排水
流入水量１立方メートルにつき ８０円
特定排水
流入水量１立方メートルにつき １００円
平成２５年度から平成２６年度まで
流入水量１立方メートルにつき ８５円

【６５】

中勢沿岸流域下水道（雲出川左岸処理区）の維持管理等に
要する経費に充てるため、下水道法（昭和３３年法律第７９号）
第３１条の２第１項の規定により、平成２４年度から平成２６年度
までの関係市の負担を次のとおり定める。

○供用開始年月：平成５年４月
○現行単価：流入水量１立方メートルにつき ８１円（平成２１年度～平成２３年度）

○供用開始年月：平成１０年４月
○現行単価：一般排水

流入水量１立方メートルにつき ８０円（平成２１年度～平成２３年度）
特定排水
流入水量１立方メートルにつき １００円（平成２１年度～平成２３年度）

【６４】

【６３】

中勢沿岸流域下水道（松阪処理区）の維持管理等に要する
経費に充てるため、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第３１条
の２第１項の規定により、平成２４年度から平成２６年度までの関
係市町の負担を次のとおり定める。

中勢沿岸流域下水道（松阪処
理区）維持管理等に要する費
用の市町負担の改定につい
て

中勢沿岸流域下水道（雲出川
左岸処理区）維持管理等に要
する費用の市負担の改定に
ついて

＜参考＞

＜参考＞

＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

 総務部

（平成２４年４月１日から施行）

   生活・文化部 新県立博物館収蔵庫ラック等一式の購入

○金額 656,250,000円

 総務部

【６８】
 政策部

【６６】

三重県伊勢庁舎本館等建築工事において生じた隣接地の
変状に対応する費用について、工事請負者との協議が整わな
いことから、三重県建設工事紛争審査会に調停を申請するもの
である。

長期的な展望のもと、三重県政を総合的かつ体系的に進め

全国自治宝くじ事務協議会に熊本市が加入することについ
て、全国自治宝くじ事務協議会規約（昭和３０年三重県告示第
３０１号）の一部を変更するものである。

「みえ県民力ビジョン」及び「み

【６７】

全国自治宝くじ事務協議会規
約の一部変更について

財産の取得について

調停の申請について
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区 分 件 名 概 要

1 「みえ県民力ビジョン」

2

  平成２４（２０１２）年度から平成２７（２０１５）年度までの４年とする。

 政策部
【６９】

（計画の期間）

なお、これに伴い、三重県総合計画「県民しあわせプラン」を
廃止する。

（計画の内容）

るため、県行政に係る基本的な計画として、「みえ県民力ビジョ
ン」を策定するとともに、ビジョンを着実に推進するための取組
内容をまとめた中期の計画として、「みえ県民力ビジョン・行動
計画」を策定するものである。

平成１２年３月に策定（平成１７年３月改定）した三重県新エネ

（計画の期間）

  みえ県民力ビジョン・行動計画は、政策体系を構成する５６の施策の概要に
ついて記載する。

え県民力ビジョン・行動計画」
の策定について

三重県新エネルギービジョン

みえ県民力ビジョンは次の2編で構成する。
第１編 基本理念 県民力でめざす「幸福実感日本一の三重」

（計画の内容）

第２編 基本理念を実現するための県政の展開

平成２４（２０１２）年度から概ね１０年とする。

「みえ県民力ビジョン・行動計画」
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区 分 件 名 概 要

 つづき

テーマプロジェクト等の取組の一体感や情報発信力を高めるなど内容

【７１】
 環境森林部 三重県環境基本条例第９条第１項の規定により、環境の保全

に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本的な

を一部変更

の支援について、内容を一部変更

（２）平成26年に実施する県民力拡大プロジェクトの内容を明示
（１）目的を改定するとともに、めざす地域の姿を明示

三重県新エネルギービジョンは、次の５章で構成する。

(4)第４章 新エネルギーの導入によってめざすべき社会と数値目標

（５）目標項目・目標値の一部変更

【７０】

（目標年度）

（４）地域やテーマを越えた、個人やグループ、企業・団体間のネットワーク化

三重県環境基本計画の策定
について

平成３２年度を目標年度とする。

（３）イベント手法を活用し、パートナーグループの活動の促進を図るほか、

（主な変更内容）

  「美し国おこし・三重」については、平成２０年１１月に「美し国
おこし・三重」三重県基本計画を策定し、平成２１年から平成２６
年までの６年間にわたる取組を進めてきたが、これまでの取組
の検証結果及び「みえ県民力ビジョン」の考え方に基づき、計画
内容を変更するものである。

(2)第２章 今、県に求められるエネルギー政策

ルギービジョンについて、東日本大震災以降のエネルギーを取
り巻く状況変化を踏まえ、新たなビジョンを策定するものである。

「美
うま

し国おこし・三重」三重県

基本計画の変更について

の策定について

(3)第３章 新エネルギーの導入と課題

（計画の内容）

(1)第１章 東日本大震災後のエネルギーをめぐる状況

(5)第５章 新エネルギーを導入するための五つの戦略プロジェクト

うま うま
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区 分 件 名 概 要

【７２】
 環境森林部
 つづき

三重の森林づくり基本計画の
変更について

計画策定の背景と趣旨、計画の基本的事項及びめざすべき姿と基本
目標等について示したものである。

三重県環境基本計画の策定については、三重県環境基本条例（平成7年三重県条例第3号）第9条第3項
の規定により議会の議決を要する。

（３）第３章 計画の実現に向けた仕組みづくり・基盤づくり

（計画の目標年度）

三重の森林づくり条例第１１条の規定により、平成１８年３月に
「三重の森林づくり基本計画」を策定し、三重の森林づくりに関
する施策を総合的かつ計画的に取り組んできたが、策定から５

  「低炭素社会の構築（地球温暖化の防止）」など９つの施策について主
な課題と主要な取組を示したものである。

計画として、平成９年６月に策定（平成１６年６月改定）した三重
県環境基本計画について、環境問題を取り巻く状況変化を踏ま
え、新たな計画を策定するものである。

（計画の内容）

（１）第１章 新たな計画策定の方向性

（２）第２章 施策体系と施策内容

県民の皆さんや行政、事業者などのあらゆる主体による環境の保全を
実現するための取組の視点、分野別取組方針及び各主体の役割と環境
配慮の指針について示したものである。

（４）第４章 計画の推進

平成３３年度を目標年度とする。

       計画の推進体制及び進行管理等について示したものである。

三重県環境基本計画は、次の４章で構成する。

＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

【７３】
 農水商工部

   三重の森林づくり基本計画の変更については、三重の森林づくり条例（平成17年三重県条例第83号）第
11条第7項の規定により議会の議決を要する。

（２）基本方針の数値目標の修正

（４）森林・林業を取り巻く社会情勢の変化、及びこれまでの取組の成果と課

年が経過し、この間、平成２１年度に「森林・林業再生プラン」が
策定されたほか、平成２３年４月には森林法が改正されるなど、
森林・林業を取り巻く状況が変化していることから、これに対応
するため、計画内容を変更するものである。

題を記載

（１）計画名を「三重の森林づくり基本計画２０１２」に変更
（主な変更内容）

三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する条例第９条
第１項の規定により、県民の皆さんの健全で豊かな食の実現と
三重県農業・農村の持続的な発展に向け、施策を総合的かつ
計画的に推進するための基本計画を策定するものである。

三重県食を担う農業及び農村
の活性化に関する基本計画
の策定について

（３）「具体的な施策」の内容の一部修正

（５）関連する諸計画との関係を記載

＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

 

【７４】
 農水商工部
 つづき

（計画の内容）

(1)第１章 計画策定の考え方

(3)第３章 基本方針

三重県観光振興基本計画の
策定について

（計画の内容）

食と農業・農村を取り巻く環境の変化や、三重県の農業・農村の現状と
課題等について示したものである。

計画の推進体制について示したものである。

計画策定の趣旨及び計画の性格等について示したものである。

   三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基本計画の策定については、三重県食を担う農業及び
農村の活性化に関する条例第９条第３項の規定により議会の議決を要する。

(4)第４章 推進体制の整備

取組展開の基本視点やめざすべき将来の姿等計画の基本的な考え方
及び施策の取組等を示したものである。

（計画の期間）

みえの観光振興に関する条例第２１条第１項の規定により、
観光の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進していく
ため、基本計画を策定するものである。

(2)第２章 三重県の農業及び農村を取り巻く情勢

  三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基本計画は次の４章で構
成する。

平成２４年度から平成３３年度までとする。＜参考＞＜参考＞
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区 分 件 名 概 要
  三重県観光振興基本計画は次の５章で構成する。

（計画の期間）

◎報告
（１３件） 【７５】

 県土整備部
（訴えの提起(和解を含む。)に
ついて）

専決処分の報告について

めざすべき姿、基本方針と施策体系及び計画目標について示したもの
である。

平成２４年度から平成２７年度までとする。

計画の推進体制、観光統計の整備及び計画の進行管理について示し
たものである。

(5)第５章 推進体制の整備

「式年遷宮の好機を生かした国内誘客」などの５つの基本施策について
施策の展開方向を示したものである。

観光を取り巻く環境、三重県観光の現状及び三重県観光振興プランの
推進による主な実績と今後の課題について示したものである。

(2)第２章 三重県観光の現状と課題

(4)第４章 三重県観光の持続的な発展に向けた施策の展開

 県営住宅家賃の滞納に伴う家賃の請求等の訴えの提起(和
解を含む。)を行った。

  三重県観光振興基本計画の策定については、みえの観光振興に関する条例第２１条第３項の規定により
議会の議決を要する。

(1)第１章 計画の基本的な考え方

(3)第３章 基本方針と目標

計画策定の趣旨、計画の性格及び計画期間について示したものであ
る。

＜参考＞
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区 分 件 名 概 要

【７６】
農水商工部

損害賠償額 383,760円

【７７】
 県土整備部

損害賠償額    61,911円

【７８】
 県土整備部
 つづき

損害賠償額 234,409円

専決処分の報告について

 平成２３年１１月１９日志摩市阿児町鵜方地内の県道１２８号
において発生した伊勢農林水産商工環境事務所（水産室）に
係る自動車による公務上の事故に関して損害賠償の額につい
て和解した。

（損害賠償の額の決定及び和
解について）

（損害賠償の額の決定及び和
解について）

平成２３年１０月２８日松阪市嬉野川北町地内の駐車場にお
いて発生した県土整備部（営繕室）に係る自動車による公務上
の事故に関して損害賠償の額について和解した。

専決処分の報告について

専決処分の報告について

平成２３年１０月２７日熊野市有馬町地内の駐車場において
発生した熊野建設事務所（事業・用地推進室）に係る自動車に
よる公務上の事故に関して損害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び和
解について）
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区 分 件 名 概 要

【７９】
 警察本部

損害賠償額 17,850円

【８０】

損害賠償額 294,452円

【８１】
 警察本部
 つづき

損害賠償額 138,400円

平成２３年８月１７日名張市希央台３番町地内の駐車場にお
いて発生した名張警察署に係る自動車による公務上の事故に
関して損害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び和
解について）

専決処分の報告について

平成２３年１０月３日津市羽所町地内の駐車場において発生
した桑名警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損
害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び和
解について）

（損害賠償の額の決定及び和
解について）

 平成２３年６月７日南牟婁郡紀宝町鵜殿地内の国道４２号に
おいて発生した紀宝警察署に係る自動車による公務上の事故
に関して損害賠償の額について和解した。

専決処分の報告について

専決処分の報告について
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区 分 件 名 概 要

【８２】

損害賠償額 197,706円

【８３】

損害賠償額 664,730円

【８４】
 県土整備部

損害賠償額 29,767円

（損害賠償の額の決定及び和
解について）

平成２１年８月２日尾鷲市名柄町地内の国道３１１号におい
て、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の
額について和解した。

専決処分の報告について

専決処分の報告について 平成２３年１０月１８日伊勢市朝熊町地内の国道４２号におい
て発生した伊勢警察署に係る自動車による公務上の事故に関
して損害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び和
解について）

平成２３年１１月２４日松阪市川井町地内の県道松阪環状線
において発生した警備第一課に係る自動車による公務上の事
故に関して損害賠償の額について和解した。

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び和
解について）
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【８５】

損害賠償額 2,362円

【８６】
 教育委員会

【８７】
 教育委員会 【契約名称】小中学校給与・旅費システム通信回線利用契約
 つづき 【履行場所】三重県内市町等立小中学校、三重県内市町等

 教育委員会及び三重県教育委員会事務局 他
【契約金額】209,462,400円
【契約方法】随意契約
【契約の相手方の住所及び氏名】
      三重県津市あのつ台四丁目７番地１
  株式会社 ＺＴＶ
 取締役社長 田村 憲司

平成２３年１０月２５日鈴鹿市高岡町地内の県道四日市鈴鹿
線において、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損
害賠償の額について和解した。

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び和
解について）

議会の議決すべき事件以外
の契約等について

専決処分の報告について
（訴えの提起（和解を含む。）
について）

県立高等学校授業料の滞納に関し、支払督促に係る訴えの
提起（和解を含む。）を行った。
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【契約締結の年月日】平成24年1月27日
【契約期間】平成24年2月1日から
           平成29年3月31日まで
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